第　　　　号

平成　　年　　月　　日

京都大学放射線生物研究センター長　殿

所属長の職・氏名（担当教授ではなく、研究科長、部局　　　長名でお願いします）
印

平成２７年度共同利用研究（通年・上半期）の公募について

　平成　２６年　１２月　８日付け京大放生研第　１７号により通知のありました標記のことについて、下記の者が別紙のとおり申請しますので、よろしくお取り計らい願います。

記
　　職






氏　　　名
平成２７年度京都大学放射線生物研究センター　共同利用研究申請書
平成　　年　　月　　日
京都大学放射線生物研究センター長　殿　
                                申請者　氏名：
                                所属機関・部局：
                                住        所：
                                連   絡   先：電話　　　　　　　　　　　FAX
                              　              e-mail

                                事務担当者 氏名：
電話　　　　　　　　　　　FAX

                                              e-mail
下記のとおり申請します。
	受付番号
	※
	研究期間　　通年・上半期

	Ⅰ 研究題目

(日本語・英語両方の記入をお願いいたします)
	    

	Ⅱ 研究組織
	氏　　名
	所属機関・部局
	職　名
	級・号俸
	RI・X線・γ線等の使用（○）で囲む
	備考

	申  請  者
	
	
	
	
	有・無
	

	研究協力者
	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	
	有・無
	

	
	
	
	
	
	有・無
	

	所内連絡者
	
	京都大学放射線生物研究センタ−
	

	 Ⅲ　研究の目的

	 Ⅳ　今回の申請の計画、実験の具体的な方法
     使用設備、所要時間などにつき審査の際、根拠が明らかにわかるように記入すること。また、組換えDNA実験に

　　　該当する場合、あるいは遺伝子組換え体を、当センターに持込む場合は、承認機関・承認番号を記載して下さい。

　　　特に低線量長期放射線照射装置の利用については、実験実施希望時期、照射時間、照射条件などについても
　　　現在わかっている範囲でできるだけ詳しく記入して下さい。

	Ⅴ　使用設備
（○で囲む）
	低線量長期放
射線照射装置
	X線照射装置
	γ線照射装置
	α線照射装置
	軟X線照射装置
	

	
	組織培養
実験室
	紫外線照射装置
	DNA sequencer
	RI生化学機器
	RI 培養装置
	その他
（具体的に）

	採択番号
	※
	


	Ⅰ　研究題目
	

	Ⅵ　申請者がセンターに持ち込みを予定している機器
   （消費電力も記入すること）
	

	Ⅶ　来所計画

	
	来　　所　　者
	実験のための
来所所用日数
	            実験希望期間及び来所予定者
       （目的の項には下記に示す文字を記入）
	

	
	区分
	氏　　名
	職　名
	来所 回数
	来所延日　数
	4.5月
	6.7月
	8.9月
	10.11月
	12.1月
	2.3月
	

	
	
	
	
	
	
	目的
	日数
	目的
	日数
	目的
	日数
	目的
	日数
	目的
	日数
	目的
	日数
	

	
	申請者
	
	
	
	
	　
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	協力者
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	協力者
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	協力者
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	   来所目的とその区分　　実験（実）データ整理（デ）その他（他）

	Ⅷ　旅費支給希望の有無（○をつける）
	 支給希望有
	支給希望無

	Ⅸ　従来の成果及び期待される成果
	

	    申請課題についての新規、継続の別                           新　規
                （いずれかを消すこと。）                        平成　　年度　　半期から継続
	

	    利用経験から気のついた点
	

	採択番号
	
	
	
	


（注）1．※印をつけたところは、記入しないこと。
　　　　2．放射性同位元素等（X線、α線、γ線等放射線照射装置を含む）を使用する研究については、採択された後
　　　　　 に別紙様式により申請者及び研究協力者が放射線作業従事者として登録されていることの証明を必要とする。
　　　　3. 平成16年4月より国立大学法人化にともない共同利用研究の旅費補助については、従来通りと思われますが

　　　　　 不確定要因もありますのでご承知おき下さい。
